



















































































































工 職　工　数 工 職工数場
数 女 男 15歳 計
場
以下 数 女 男 計
繊 製糸 1，068 27，702 2，755 6，995 37，452 1 361 39 400
維 紡績 27 785 472 106 1，363 2 111 57 168
産 その他 190 4．359 1，283 1，166 6，808 1 125 113 138
業 小計 1，285 32，846 4，510 8，267 45，623 4 597 209 7α5
食料品工業 24 33 199 ■ 229 ■ ’ ■ ’
化学工業 459 2，069 4，343 1，047 7，459 3 4 240 244
金属機械工業 128 ユI7 2，988 276 3，381 6 ’ 6，810 6，810
その他工業 1ユ4 231 1，510 175 1，916 2 1，213 1，647 2，860
鉱業及精錬業 23 239 2，107 98 2，444 一 ’ ■ 一







































































































































































































































































































































































































































































































工場数 女工 男工 合計 工場数 女工 男工 合計 工場数 女工 男工 合計
繊維工場 1，92169，31527，408196，72344125，3703，00428，3742，362194，68530，41225，097
ユ9，977 1，39421，37ユ 2，491 283 2，774 22，4681，67724，145
機械工場 208 30918，10318，412 22 4301，4151，845 230 73919，51820，257
39 255 294 205 230 435 244 485 729
化学］二場 190 3，4499，51712，966 23811，4697，69019，159 42814，91817，20732，125
388 329 717 4，1371，7775，914 4，5252，1066，631
雑種工場 3486，680ユ1．74518，425 246 7，2996，97714，276 59413，97918，72232，701
956 683 1，639 ユ，163 369 1，532 2，1191，0523，171
特別工場 96 4，35829，40833，766 49 9833，0984，081 145 5，34132，50637，847





















































































































































































































































































































工場数 女工 男工 合計 工場数 女工 男工 合計 工場数 女工 男工 合計
染織工場 3，955309，29146，730356，0214，3467ユ，98214，16686，1488，301381，27360，896442，169




特別工場 96 46 3，3803，426 I7 1 263 264 113 47 3，6433，690
6，72346，342161，835508，1778，703106，34579，649185，99415，426452，687241，484694，171
出所、農商務省工務局『丁場と職工11910（明治43、年。） 工 』 ）
をもっていたのである。「工場法案の説明」も，
この条約についてふれている鎚〕。
　農商務省は，「工場法案の説明」を，1910（明
治43）年10月，関係各省，地方長官，商業会議
所，社会政策学会，大日本蚕糸会，大日本紡績
連合会，工業協会などの団体に照会諮問し，同
時に中央衛生会にも諮問した。そしてこれらの
答申や『工場衛生調査資料』を添えて，工場法
案を生産調査会の議に付した。
　生産調査会は，1910年7月に，労働者保護の
ために必要な「工場法案」を，必要な修正のう
え次期の帝国議会に提出し，成立させるように
と建議しているヨ9〕。農商務省の諮問を受けた生
産調査会は，渋沢栄一を委員長とする17名の特
別委員に，審議を付託した。委貝会は，紡績業
者や製糸業者，印刷業者や医師などを招いて意
見を聴取し，数回の委貝会での審議の末，修正
案を作成した。この特別委員会の修正案は，10
月末の本会議で可決され，「工場法案に対する
答申書」としての農商務大臣に提出されたω〕。
　生産調査会の保護規定に関する修正の要点
は，次のとおりである。まず，保護される年少
職工の年令が，諮問案では16歳未満であったが，
これを「15歳未満」とした。また特殊業務につ
いては，10年後に14歳未満の者および20歳未満
の女子の夜業を禁止すべき旨の規定を修正し
て，「15年後」と延長した。さらに職工を2交
替で就業させる場合には，法令条件を順守して
いれば，15年間の夜業禁止規定の遭用が除外さ
れるという諮問案を，この条件の実行や取り締
まりが困難であるという理由で，条件をつけず
に，15年間の夜業禁止を猶予すると修正した。
　農商務省は，生産調査会の修正案を大体にお
いて同意するものと認め，これを第二七帝国議
会に提出した。衆議院は，19名の特別委員に審
議を付託した。委貝会は法律適用の範囲につい
て「常時十人以上職工を使用する工場」という
条項を，「常時二十人以上職工を使用する工場」
と修正するなどしたのち，本会議に報告した。
本会議は，委員会が修正した法律適用の範囲を，
「常時十五人以上職工を使用する工場」と改め
ただけで，他はすべて委員会の決議案どおりで，
大多数の賛成をもって通過した。貴族院でも，
衆議院の修正案を是認し，1911（明治44）年3
月に可決したω。
おわりに一工場法の女性保竈規定一
　長い年月をかけて，ようやく工場法は成立し
た。工場法が成立した年の職工数を，表4でみ
ると，最初に工場法案が作成されたころの1899
（明治32）年の表2と比べると，12年の問に，
職工数10人以上の原動力を使用する工場で働く
女工数は，約18万4000人から約34万6000人へと
倍増している。
　工場法はこれらの女工のすべてを保護するの
でなく，常時I5人以上の職工を使用する工場や
事業の性質が危険であるか衛生上有害のおそれ
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のある工場に限られたのであるが，それでも多
くの女工が保護の対象となったのは，大きな前
進であった。
　ところで工場法の女性保護規定は，以下のと
おりである。
第一条　本法ハ左ノ各号ノー二該当スルエ場二
　之ヲ適用ス
　ー　常時十五人以上ノ職エヲ使用スルモノ
　ニ　事業ノ性質危険ナルモノ，又ハ衛生上有
　　害ノ虞アルモノ
　本法ノ適用ヲ必要トセサルエ場ハ，勅令ヲ以
　テ之ヲ除外スルコトヲ得
第二条　工業主ハ十二歳未満ノ者ヲシテエ場二
　於テ就業セシムルコトヲ得ス，但シ本法施行
　ノ際十歳以上ノ者ヲ引続キ就業セシムル場合
　ハ，此ノ限二在ラス
　行政官庁ハ軽易ナル業務二付，就業二関スル
　条件ヲ附シテ，十歳以上ノ者ノ就業ヲ許可ス
　ルコトヲ得
第三条　工業主ハ十五歳未満ノ者及女子ヲシテ，
　一日二付十二時間ヲ超エテ就業セシムルコト
　ヲ得ス
　主務大臣ハ業務ノ種類二依リ，本法施行後十
　五年間ヲ限リ，前項ノ就業時間ヲニ時間以内
　延長スルコトヲ得
　就業時間ハエ場ヲ異ニスル場合ト雄，前二項
　ノ適用二付テハ，之ヲ通算ス
第四条　工業主ハ十五歳未満ノ者及女子ヲシテ，
　午後十時ヨリ午前四時二至ル間二於テ就業セ
　シムルコトヲ得ス
第五条左ノ各号ノー，二該当スル場合二於テ
　ハ，前条ノ規定ヲ適用セス，但シ本法施行十
　五年後ハ十四歳未満ノ者及二十歳未満ノ女子
　ヲシテ，午後十時ヨリ午前四時二至ル間二於
　テ就業セシムルコトヲ得ス
　ー　一時二作業ヲ為スコトヲ必要トスル特種
　　ノ事由アル業務二就カシムルトキ
　ニ夜間ノ作業ヲ必要トスル特種ノ事由アル
　　業務二就カシムルトキ
　三　昼夜連続作業ヲ必要トスル特種ノ事由ア
　　ル業務二，職エヲニ組以上二分チ交替二就
　　業セシムルトキ
　前項二掲ケタル業務ノ種類ハ，主務大臣之ヲ
　指定ス
第六条　職エヲニ組以上二分チ交替二就業セシ
　ムル場合二於テハ，本法施行後十五年間第四
　条ノ規定ヲ適用セス
第七条　工業主ハ十五歳未満ノ者及女子二対シ，
　毎月少クトモニ回ノ休日ヲ設ケ，職エヲニ組
　二分チ交替二午後十時ヨリ午前四時二至ル間
　二就業セシムル場合，及第五条第一項第二号
　二該当スル場合二於テハ，少クトモ四回ノ休
　日ヲ設ケ又一日ノ就業時間カ六時間ヲ超ユル
　トキハ，少クトモ三十分，十時問ヲ超ユルト
　キハ，少クトモー時間ノ休憩時問ヲ就業時間
　中二於テ設クヘシ
　職エヲニ組以上二分チ交替二午後十時ヨリ午
　前四時二至ル間二於テ就業セシムルトキハ，
　十日ヲ越エサル期間毎二，其ノ就業時ヲ転換
　スヘシ
第八条　天災事変ノ為又ハ事変ノ虞アル為必要
　アル場合二於テハ，主務大臣ハ事業ノ種類及
　地域ヲ限リ，第三条乃至第五条及前条ノ規定
　ノ適用ヲ停止スルコトヲ得
　避クヘカラサル事由二因リ臨時必要アル場合
　二於テハ，工業主ハ行政官庁ノ許可ヲ得テ期
　問ヲ限リ，第三条ノ規定二拘ラス就業時間ヲ
　延長シ，第四条及第五条ノ規定二拘ラス職エ
　ヲ就業セシメ，又ハ前条ノ休日ヲ廃スルコト
　ヲ得
　臨時必要アル場合二於テハ，工業主ハ其ノ都
　度予メ行政官庁二届出テ，一月二付七日ヲ超
　エサル期聞就業時聞ヲニ時間以内延長スルコ
　トヲ得
　季節二依リ繁忙ナル事業二付テハ，工業主ハ
　ー定ノ期間二付，予メ行政官庁ノ認可ヲ受ケ，
　其ノ期間中一年二付百二十日ノ割合ヲ超エサ
　ル眼リ，就業時間ヲー時問以内延長スルコト
　ヲ得，此ノ場合二於テハ其ノ認可ヲ受ケタル
　期間内ハ，前項ノ規定ヲ適用セス
第九条　工業主ハ十五歳未満ノ者及女子ヲシテ，
　運転中ノ機械若ハ動力伝導装置ノ危険ナル部
　分ノ掃除，注油，検査若ハ修繕ヲ為サシメ，
　又ハ運転中ノ機械若ハ動力伝導装置二調帯，
　調索ノ取附ケ若ハ取外シヲ為サシメ，其ノ他
　危険ナル業務二就カシムルコトヲ得ス
第十条　工業主ハ十五歳未満ノ者ヲシテ，毒薬，
　劇薬其ノ他有害料晶又ハ爆発性，発火性若ハ
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　引火性ノ料品ヲ取扱フ業務，及著シク塵挨，
　粉末ヲ飛散シ，又ハ有害瓦斯ヲ発散スル場所
　二於ケル業務，其ノ他危険又ハ衛生上有害ナ
　ル場所二於ケル業務二就カシムルコトヲ得ス
第十一条　前二条二掲ケタル業務ノ範囲ハ，主
　務大臣之ヲ定ム
　前条ノ規定ハ主務大臣ノ定ムル所二依リ，十
　五歳以上ノ女子二付之ヲ適用スルコトヲ得
第十二条　主務大臣ハ病者又ハ産婦ノ就業二付，
　制限又ハ禁止ノ規定ヲ設クルコトヲ得
　工場法は成立したものの，ただちに施行され
たのではなかった。1911年3月28日に法律第46
号として成立したが，その施行期日については，
付則に「本法施行ノ期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム」
と記されているだけで，施行時期は明記されな
かった。
　成立から5年を経過した1916（大正5）年8
月3日，ようやく工場法施行令が勅令第193号
として公布され，農商務省19号の「工場法施行
規則」も同時に公布された。そして工場法は，
1916（大正5）年9月1日，施行された。
　　　　　　　　　　　注
1）　この間の事情は，拙稿「職工問題対策からみた
　　明治期雇用関係」『社会科学』（同志社大学人文科
　　学研究所）35号，1985年，129一ユ34ぺ一ジ。
2）　渋沢青淵記念財団竜門社編r渋沢栄一伝記資料』
　　第18巻，102一ユ03ぺ一ジ。同上拙稿にも収録してい
　　る。
3）　同上拙稿，136－144ぺ一ジ。
4）　梅村又次他『労働力』（長期経済統計2）東洋経
　　済新報社，1988年，198－199，216－217，226－227ぺ一
　　ジ。
5）　小島恒久『働く女性　百年のあゆみ』河出書房
　　新社，1983年，15－19ぺ一ジ。
6）　条例案は，通商産業省編『商工政策史』（第8巻
　　工業労働，商工政策史刊行会，ユ962年）の13－15ぺ一
　　ジに収録されている。同上拙稿の172－175ぺ一ジに
　　も全文収録。
7）　同上書『商工政策史』第8巻，16ぺ一ジ。
8）　全文は，「京都商業会議所月報」第1号，1891（明
　　治24）年11月20日，22－24ぺ一ジ。
9）　池田信『日本社会思想史論』東洋経済新報社，
　　1978年，27－33，47ぺ一ジ。
1O）　間宏監修・解説『工場法』日本労務管理史資料
　　集第1期第2巻，五山堂書店，1987隼，4ぺ一ジ。
11）　有賀長文「職工条例制定の時期に就て」『国家学
　　会雑誌』129号，1897（明治30）年11月。
12）　飯島幡司『目本紡績史』創元社，1949年，66－71
　　ぺ一ジ。
13）　規約の全文は未見であるが，要領は，隅谷三喜
　　男編集・解説『職工および鉱夫調査』（生活古典叢
　　書第3巻，光生館，1970）の131－133ぺ一ジに所収。
ユ4）　鐘淵紡績と中央綿糸紡績業同盟会との抗争は，
　　前掲書『渋沢栄一伝記資料』第10巻，525－541ぺ一
　　ジ参照。
15）　隅谷三喜男編集・解説，前掲書峨工および鉱
　　夫調査』所収。
16）　労働省編『労働行政史」第1巻，労働法令協会，
　　1961年，30ぺ一ジ。
17）　全文は，同上書，33－38ぺ一ジに掲載されている。
18）　前掲拙稿「職工問題対策からみた明治期雇用関
　　係」ユ77ぺ一ジ。
19）　前掲書『労働行政史』第1巻，38－40ぺ一ジ。
20）　労働組合期成会は，女性や年少者の夜業を容認
　　する姿勢をとった。
2ユ）　伊藤正「労働保護に関する国家干渉の範囲を論
　　ず」『早稲田学報』22号，1898年12月。
22）　拙稿「日本における性別役割分業の形成一家
　　計調査をとおして一」共著『制度としての〈女〉』
　　平凡社，1990年参照。
23）　上笙一郎・山崎朋子『日本の幼稚園』理論者，
　　1974年，131ぺ一ジ。同じ年に，大阪の天満紡績会
　　社工場内にも保育所が付設される（『近代日本婦人
　　問題年表』日本婦人問題資料集成　第十巻，ドメ
　　ス出版，ユ980隼，47ぺ一ジ）。
24）　前掲書『工場法』所収，「工場法案調査資料」東
　　京商業会議所，明治36年1月30日，53－64ぺ一ジ。
25）　同「工場法案調査資料」61ぺ一ジ。
26）　同「工場法案調査資料」1－4ぺ一ジ。
27）　明治35（1902）年「工場法案要領」での職工保
　　護規定は以下のとおりである。
　第四　職工・徒弟ノ年令制限
　　十一歳未清ノ者ハエ場二於テ篶使セシメサルコト，但シ
　　勅令ヲ以テ向十箇年問左ノ如キ猶予ヲ与フルコ’ト
　　満八歳以上ノ者ハエ場法施行後二箇年ヲ隈リ，満九歳以
　　上ノ者ハ次ノ三箇年ヲ限リ，満十歳以上ノ者ハ次ノ五箇
　　年ヲ限リ偏使セラルルヲ得ルコト，但シータビ篶使セラ
　　レ得ル年令二達シタル者ハ，爾後本文二抵触スルニ至ル
　　モ，価偏使ヲ妨ケザルモノトス
　第五　徹夜業ノ制限
　　十六歳未澗ノ男女又ハ満十六歳以上ノ女子ハ，午後十時
　　ヨリ午前四時二至ル問，工場二於テ傭使セシメザルコト，
　　但シ左ノ例外ラ設クルコト
　　（一）（二）　（略）
　　（三）工場二於テ職工，徒弟ヲニ組以上二分チ，交替二
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」o＾・　⊥ロコJ ］什一』｛Jり～＾1工＾眠肌twノ肌」L
　傭使スル場合二関シテハ，勅令ヲ以テ左ノ如キ除外例ヲ
　規定スルコト，満十三歳以上十六歳未満ノ男女及満十六
　歳以上ノ女子ハ、午後十時ヨリ午前四時二至ル問ト雄ド
　モ，工場二於テ傭使スルヲ得ルコト，但シエ場法施行後
　五箇年間ハ，満十一歳以上十三歳未満ノ男女ヲ伽使スル
　ヲ得ルコト
第六　就業時間ノ制限
　十六歳未満ノ男女又ハ満十六歳以上ノ女子ニハ，勅令ヲ
　以テ十二時間以上ノ就業時問ヲ制限スルヲ得ルコトト
　シ，其ノ勅令ハ向十箇年ヲ期シ，漸次就業時間ヲ短繍ス
　ルノ目的ヲ以テ，左ノ如ク定ムルコト，但シ天災事変ノ
　際及臨時事業ノ繁忙ナル場合二関シテハ，例外ヲ設クル
　コト
（甲）十六歳未満ノ男女又ハ満十六歳以上ノ女子ハ，左二
　掲クル就業時間ヲ超工，傭使スルヲ得ザルコト
　　第一種工場　十四時問
　　第二種工場　十五時間
（乙）工場法施行ノ日ヨリ五箇年ノ後ハ，第一種工場ノ就
　業時間ヲ十三時間二短縮シ，第二種工場ノ就業時間ヲ十
　四時問二短縮シテ，五箇隼ヲ経タル後ハ，第一種工場ノ
　就業時間ヲ十二時間二短縮シ，第二種工場ノ就業時閥ヲ
　十三時間こ短縮スルコト
（丙）工場ノ種別ハ，別二之ヲ定ムルコト
就業時間ノ制限二対スル例外ハ左ノ如シ
　（略）
第七　休憩時間ノコト
　十六歳未満ノ男女又ハ満十六歳以上ノ女子二関シテハ，
　勅令ヲ以テー日一時間三十分以内ノ食事及ビ休憩時間二
　関スル規則ヲ定ムルヲ得ルコトトシ，其ノ勅令ハ左ノ如
　ク定ムルコト
　　エ場二於テハー日一時間三十分以上ノ食事及ビ休憩時
　　聞ヲ定メ，十六歳未満ノ男女又ハ十六歳以上ノ女子二
　　休憩ヲ為サシムベキコト，但シー日ノ就業時問ガ十二
　　時間以内ナル場合二於テハ休憩時問ヲー時間ト為シ，
　　一日ノ就業時閥ガ十時間以内ナル場合二於テハ，休憩
　　時間ヲ四十五分閥ト為スヲ得ルコト
　事業ノ種類二依リ，休憩時間中機械ノ運転ヲ停止スベキ
　コト，但事業ノ種類ハ農商務大臣之ヲ指定スルコト
第八休日ノコト
　十六歳未満ノ男女又ハ満十六歳以上ノ女子ハ，勅令ヲ以
　テー箇月二日以内ノ休日二関スル規則ヲ定ムルヲ得ルコ
　トトシ，其ノ勅令ニハ就業時閥ノ制限二対スル例外二準
　ジテ，天災事変ノ際，及臨時事業ノ繁忙ナル場合二関ス
　ル例外ヲ設クルコト
第九　特二危険ナルカ又ハ衛生二害アル業務二関スル制隈
　十六歳未満ノ男女又ハ満十六歳以上ノ女子ハ，勅令ヲ以
　テ特二危険ナルカ，又ハ健康二害アル業務ヲ禁止制限ス
28）
29）
30）
31）
32）
33）
34）
35）
36）
37）
38）
39）
40）
4ユ）
ルヲ得ルコトトス，但其ノ勅令ヲ以テ制限スルモノハ左
ノ如シ
（甲）運転中ノ機械ノ危険ナル部分．原動力機若クハ動力
　　伝導装置ノ掃除，注油，検査若クハ修善又ハ運転中
　　ノ調帯．調索，取外シ若クハ取付ケニ，十六歳未満
　　ノ男女又ハ満十六歳以上ノ女子ヲ傭使スルヲ得ザル
　　コト
（乙）塵壊，粉末，有害瓦斯ヲ発生スル業務，毒薬，劇薬，
　　其他有害料品，又ハ爆発性，発火性ノ料品ヲ取扱フ
　　業務，塵挨，粉末，有害瓦斯ヲ発生スル場所二於ケ
　　ル業務ニハ，十六歳未満ノ男女又ハ満十六歳以上ノ
　　女子ノ偏使ヲ禁止シ，又ハ制限スルコト，但業務及
　　職エノ種類ハ農商務大臣之ヲ指定スルコト
　前掲書『商工政策史』第8巻，38ぺ一ジ。
　前掲書『工場法』所収，農商務省商工局工務課「工
場法案要一対スル意見書摘要表」明治37年1月，
2－13ぺ一ジ。前掲書『商工政策史』第8巻では，
賛成12，賛成のうえ修正意見を付したところが31，
時期尚早と反対したところが2とまとめている（38
ぺ一ジ）。
　前掲書『商工政策史』第8巻，38ぺ一ジ。
　前掲資料「工場法案調査資料」1－35ぺ一ジ。
　同上資料「工場法案調査資料」91－115ぺ一ジ．
前掲資料「工場法案要二対スル意見書摘要表」
13－23ぺ一ジ。
　池田，前掲書，216ぺ一ジ。
　小林端五『工場法と労働運動』青木書店，1965年，
272ぺ」ジ。
　工場法案の全文は，前掲書『商工政策史」第8巻，
42－44ぺ一ジ。
　工場法案の全文は，同上書『商工政策史』第8巻，
45－49ぺ一ジ。
　池田，前掲書，217ぺ一ジ。『工場衛生調査資料』
は，篭山京編集・解説『女工と緒核』（光生館，
1970年）に収録されている。
　池田，前掲書，215ぺ一ジ。
　通商産業会編『商工政策史』第4巻，商工政策
史刊行会，127ぺ一ジ。
　　「工場法案に対する答申書」は，前掲書『商工
政策史」第8巻，52－55ぺ一ジ。
　第二七議会に提出された工場法案および議会修
正箇条の全文は，同上書『商工政策史」第8巻，
59－61ぺ一ジ。
（1994年11月1日受理）
日本における女性保護規定の成立--1911年工場法成立前史--
Page:15無断転載禁止。　
